
令和元年度2月補正

部（公室・局）：土木部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

監理課 職員給与費 監理課職員給与費 414,504 42,109 42,109 42,109 A 42,109 42,109 A 42,109 42,109 A 要求どおり

監理課 職員給与費 監理課建設業班職員給与費 84,165 ▲ 2,405 ▲ 2,405 ▲ 2,405 A ▲ 2,405 ▲ 2,405 A ▲ 2,405 ▲ 2,405 A 要求どおり

監理課 市町村派遣職員負担金
市町村からの派遣職員人件費に対する負担金
（所要見込額の増）

4,025 85 85 85 A 85 85 A 85 85 A 要求どおり

監理課
熊本地震に係る都道府県派
遣職員負担金（監理課分）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担
金（所要見込額の減）

352,600 ▲ 183,875 ▲ 183,875 ▲ 183,875 A ▲ 183,875 ▲ 183,875 A ▲ 183,875 ▲ 183,875 A 要求どおり

監理課
熊本地震に係る市町村派遣
職員負担金（監理課分）

市町村等からの派遣職員人件費に対する負担金 34,960 34,960 34,960 A 34,960 34,960 A 34,960 34,960 A 要求どおり

監理課 建設統計調査費
建設工事施工統計調査に要する経費（事業費確
定に伴う増）

1,261 17 17 17 A 17 17 A 17 17 A 要求どおり

監理課 建設産業総合支援事業
建設産業の人材確保・育成に要する経費（所要
見込額の減）

64,464 ▲ 4,538 ▲ 4,538 ▲ 4,538 A ▲ 4,538 ▲ 4,538 A ▲ 4,538 ▲ 4,538 A 要求どおり

用地対策課 職員給与費 用地対策課職員給与費 77,924 ▲ 1,429 ▲ 1,429 ▲ 1,429 A ▲ 1,429 ▲ 1,429 A ▲ 1,429 ▲ 1,429 A 要求どおり

用地対策課 収用委員会委員報酬等 収用委員会委員報酬 7,617 ▲ 1,600 ▲ 1,600 ▲ 1,600 A ▲ 1,600 ▲ 1,600 A ▲ 1,600 ▲ 1,600 A 要求どおり

用地対策課 収用委員会費 収用委員会に要する経費(事業費確定に伴う減) 15,016 ▲ 10,388 ▲ 10,388 ▲ 10,388 A ▲ 10,388 ▲ 10,388 A ▲ 10,388 ▲ 10,388 A 要求どおり

土木技術管理課 職員給与費 土木技術管理課職員給与費 119,402 16,890 16,890 16,890 A 16,890 16,890 A 16,890 16,890 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

職員給与費 道路整備課等職員給与費 314,185 31,793 31,793 31,793 A 31,793 31,793 A 31,793 31,793 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

国直轄事業負担金
県内幹線道路のネットワークづくりのための国
直轄事業に対する負担（国事業費確定に伴う県
負担金の減）

5,796,420 ▲ 33,728 ▲ 33,728 ▲ 33,728 A ▲ 33,728 ▲ 33,728 A ▲ 33,728 ▲ 33,728 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

国直轄事業負担金（Ｒ元国
補正分）

県内幹線道路のネットワークづくりのための国
直轄事業に対する負担金

379,517 379,517 379,517 B 379,517 379,517 B 379,517 379,517 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

道路整備諸費
道路公社職員の共済費等に対する負担（事業費
確定に伴う負担金の減）

1,482 ▲ 162 ▲ 162 ▲ 162 A ▲ 162 ▲ 162 A ▲ 162 ▲ 162 A 要求どおり

部長査定後 知事査定後

査定理由等

各段階における要求・査定の概要について

局名・課名 事業名 事業概要
元　年　度
11月補正後
予　算　額

2月補正

要求額

課長査定後
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道路都市局
道路整備課

熊本地震に係る都道府県派
遣職員負担金（道路整備課
分）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担
金（所要見込額の減）

8,600 ▲ 8,600 ▲ 8,600 ▲ 8,600 A ▲ 8,600 ▲ 8,600 A ▲ 8,600 ▲ 8,600 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

地域道路改築費
国道・県道の整備に要する経費（事業費確定に
伴う減）

15,747,079 ▲ 223,362 ▲ 223,362 ▲ 223,362 A ▲ 223,362 ▲ 223,362 A ▲ 223,362 ▲ 223,362 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

地域道路改築費（Ｒ元国補
正分）

国道・県道の整備に要する経費 2,717,000 2,717,000 2,717,000 B 2,717,000 2,717,000 B 2,717,000 2,717,000 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

道路計画調査費
地域高規格道路としての整備に向けて検討すべ
き路線・区間に関する調査等に要する経費（事
業費確定に伴う減）

13,500 ▲ 5,400 ▲ 5,400 ▲ 5,400 A ▲ 5,400 ▲ 5,400 A ▲ 5,400 ▲ 5,400 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

道路改築費（Ｒ元国補正
分）

地域高規格道路の整備に要する経費 507,000 507,000 507,000 B 507,000 507,000 B 507,000 507,000 A 要求どおり

道路都市局
道路整備課

道路施設保全改築費（橋
りょう補修分）（Ｒ元国補
正分）

橋りょうの防災対策等に要する経費 780,000 780,000 780,000 B 780,000 780,000 B 780,000 780,000 A 要求どおり

道路都市局
道路保全課

職員給与費 道路保全課等職員給与費 740,756 43,461 43,461 43,461 A 43,461 43,461 A 43,461 43,461 A 要求どおり

道路都市局
道路保全課

熊本地震に係る都道府県派
遣職員負担金（道路保全課
分）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担
金（所要見込額の減）

17,200 ▲ 9,619 ▲ 9,619 ▲ 9,619 A ▲ 9,619 ▲ 9,619 A ▲ 9,619 ▲ 9,619 A 要求どおり

道路都市局
道路保全課

市町村指導監督事務費
市町村が施行する道路整備事業の指導監督に要
する経費（事業費確定に伴う減）

16,500 ▲ 4,865 ▲ 4,865 ▲ 4,865 A ▲ 4,865 ▲ 4,865 A ▲ 4,865 ▲ 4,865 A 要求どおり

道路都市局
道路保全課

道路施設保全改築費
道路の防災対策等に要する経費（事業費確定に
伴う減）

10,796,614 ▲ 2,239,208 ▲ 2,239,208 ▲ 2,239,208 A ▲ 2,239,208 ▲ 2,239,208 A ▲ 2,239,208 ▲ 2,239,208 A 要求どおり

道路都市局
道路保全課

道路施設保全改築費（Ｒ元
国補正分）

道路の防災対策等に要する経費 2,894,532 2,894,532 2,894,532 B 2,894,532 2,894,532 B 2,894,532 2,894,532 A 要求どおり

道路都市局
道路保全課

未就学児等交通安全緊急対
策事業（Ｒ元国補正分）

未就学児等の集団移動経路等における道路交通
安全環境の整備に要する経費

230,689 230,689 230,689 B 230,689 230,689 B 230,689 230,689 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

職員給与費 都市計画課等職員給与費 288,568 20,285 20,285 20,285 A 20,285 20,285 A 20,285 20,285 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

市町村指導監督事務費
市町村が施行する都市計画関係補助事業の指導
監督に要する経費（事業費確定に伴う減）

7,000 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 11 A ▲ 11 ▲ 11 A ▲ 11 ▲ 11 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

都市計画推進事務費
都市計画事業に係る関係団体に対する負担金及
び都市計画審議会等に要する経費（市町村派遣
職員負担金の増）

1,869 5,187 5,187 5,187 A 5,187 5,187 A 5,187 5,187 A 要求どおり
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道路都市局
都市計画課

市町村負担金返納金
事業実施で発生した廃材の売却収入等に伴う市
町村負担金等の返納に要する経費（事業費確定
に伴う減）

3,346 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 7 A ▲ 7 ▲ 7 A ▲ 7 ▲ 7 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

都市計画事業調査費
都市計画に関する調査・計画立案等に要する経
費（事業費確定に伴う減）

82,090 ▲ 17,383 ▲ 17,383 ▲ 17,383 A ▲ 17,383 ▲ 17,383 A ▲ 17,383 ▲ 17,383 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

熊本駅周辺地域鉄道高架化
基金

熊本駅周辺地域鉄道高架化基金運用利息の積立
て

89 89 89 A 89 89 A 89 89 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

街路整備事業費
都市計画道路の整備に要する経費（事業費確定
に伴う減）

5,477,666 ▲ 1,554,204 ▲ 1,554,204 ▲ 1,554,204 A ▲ 1,554,204 ▲ 1,554,204 A ▲ 1,554,204 ▲ 1,554,204 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

街路整備事業費（Ｒ元国補
正分）

都市計画道路の整備に要する経費 881,396 881,396 881,396 B 881,396 881,396 B 881,396 881,396 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

用地先行取得事業特別会計
繰出金

都市計画道路先行取得に伴う特別会計への繰出
金（事業費確定に伴う減）

2,522 ▲ 2,522 ▲ 2,522 ▲ 2,522 A ▲ 2,522 ▲ 2,522 A ▲ 2,522 ▲ 2,522 A 要求どおり

道路都市局
都市計画課

都市公園整備事業費（Ｒ元
国補正分）

都市公園の老朽施設の改修や整備等に要する経
費

50,644 50,644 50,644 B 50,644 50,644 B 50,644 50,644 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

職員給与費 下水環境課等職員給与費 98,731 10,019 10,019 10,019 A 10,019 10,019 A 10,019 10,019 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

浄化槽整備事業
浄化槽整備を実施する市町村に対する助成（事
業費確定に伴う減）

248,085 ▲ 29,431 ▲ 29,431 ▲ 29,431 A ▲ 29,431 ▲ 29,431 A ▲ 29,431 ▲ 29,431 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

農業集落排水施設整備事業
費

農業集落排水施設整備事業を実施する市町村に
対する助成（事業費確定に伴う減）

203,405 ▲ 105,125 ▲ 105,125 ▲ 105,125 A ▲ 105,125 ▲ 105,125 A ▲ 105,125 ▲ 105,125 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

漁業集落排水施設整備事業
費

漁業集落排水施設整備事業を実施する市町村に
対する助成（事業費確定に伴う減）

252,060 ▲ 173,373 ▲ 173,373 ▲ 173,373 A ▲ 173,373 ▲ 173,373 A ▲ 173,373 ▲ 173,373 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

市町村指導監督事務費
市町村が実施する下水道関係補助及び交付金事
業の指導監督に要する経費（事業費確定に伴う
減）

7,000 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 11 A ▲ 11 ▲ 11 A ▲ 11 ▲ 11 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

流域下水道事業特別会計繰
出金

流域下水道事業特別会計への繰出金
（事業費確定に伴う減）

338,220 ▲ 2,834 ▲ 2,834 ▲ 2,834 A ▲ 2,834 ▲ 2,834 A ▲ 2,834 ▲ 2,834 A 要求どおり

道路都市局
下水環境課

浄化槽維持管理対策費（Ｒ
元国補正分）

浄化槽法改正に伴う浄化槽台帳管理システムの
改修に要する経費

5,000 5,000 5,000 B 5,000 5,000 B 5,000 5,000 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

職員給与費 河川課関係職員給与費 651,462 ▲ 153,799 ▲ 153,799 ▲ 153,799 A ▲ 153,799 ▲ 153,799 A ▲ 153,799 ▲ 153,799 A 要求どおり
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河川港湾局
河川課

職員給与費 河川管理関係職員給与費 30,320 67 67 67 A 67 67 A 67 67 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

職員給与費 市房ダム管理運営費関係職員給与費 51,310 ▲ 1,322 ▲ 1,322 ▲ 1,322 A ▲ 1,322 ▲ 1,322 A ▲ 1,322 ▲ 1,322 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

職員給与費 氷川ダム管理運営費関係職員給与費 40,698 ▲ 96 ▲ 96 ▲ 96 A ▲ 96 ▲ 96 A ▲ 96 ▲ 96 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

直轄事業負担金
一級河川の直轄区間の改修等事業に対する負担
金（国事業費確定に伴う県負担金の増）

4,300,420 70,749 70,749 70,749 A 70,749 70,749 A 70,749 70,749 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

直轄事業負担金（Ｒ元国補
正分）

一級河川の直轄区間の改修等事業に対する負担
金

574,000 574,000 574,000 B 574,000 574,000 B 574,000 574,000 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

熊本地震に係る都道府県派
遣職員負担金（河川課分）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担
金（所要見込額の減）

17,200 ▲ 11,275 ▲ 11,275 ▲ 11,275 A ▲ 11,275 ▲ 11,275 A ▲ 11,275 ▲ 11,275 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

国庫支出金返納金
過年度の海岸漂着物等地域対策推進事業等の事
業費確定に伴う国庫支出金の返納

8,345 8,345 8,345 A 8,345 8,345 A 8,345 8,345 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

河川改修事業費
洪水・浸水対策のために行う河川の改修等に要
する経費（事業費確定に伴う減）

3,919,838 ▲ 618,838 ▲ 618,838 ▲ 618,838 A ▲ 618,838 ▲ 618,838 A ▲ 618,838 ▲ 618,838 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

河川改修事業費（Ｒ元国補
正分）

洪水・浸水対策のために行う河川改修等に要す
る経費

947,794 947,794 947,794 B 947,794 947,794 B 947,794 947,794 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

堰堤改良費
ダム管理施設・設備の機能回復及び向上を図る
ための改修・更新等に要する経費（事業費確定
に伴う減）

450,000 ▲ 315,429 ▲ 315,429 ▲ 315,429 A ▲ 315,429 ▲ 315,429 A ▲ 315,429 ▲ 315,429 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

河川等災害関連事業費
豪雨により被災した公共土木施設の改良復旧に
要する経費（災害査定による事業費の増）

21,203 907 907 907 A 907 907 A 907 907 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

単県河川等災害関連事業費
災害復旧事業の補助対象とならない箇所におけ
る公共土木施設の改良復旧等に要する経費（事
業費確定に伴う減）

1,838,605 ▲ 64,200 ▲ 64,200 ▲ 64,200 A ▲ 64,200 ▲ 64,200 A ▲ 64,200 ▲ 64,200 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

海岸高潮対策事業費
津波、高潮等災害の防止のために行う海岸保全
施設の新設・改良に要する経費（事業費確定に
伴う減）

185,000 ▲ 50,000 ▲ 50,000 ▲ 50,000 A ▲ 50,000 ▲ 50,000 A ▲ 50,000 ▲ 50,000 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

災害関連大規模漂着流木等
処理対策事業費（河川課）

有明海沿岸の海岸保全施設等に漂着した流木等
の除去に要する経費（事業費確定に伴う減）

76,650 ▲ 53,550 ▲ 53,550 ▲ 53,550 A ▲ 53,550 ▲ 53,550 A ▲ 53,550 ▲ 53,550 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

海岸堤防等老朽化対策緊急
事業費

老朽化した海岸堤防等の施設の機能回復・強化
に要する経費（事業費確定に伴う減）

285,000 ▲ 6,240 ▲ 6,240 ▲ 6,240 A ▲ 6,240 ▲ 6,240 A ▲ 6,240 ▲ 6,240 A 要求どおり
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河川港湾局
河川課

海岸堤防等老朽化対策緊急
事業費（Ｒ元国補正分）

老朽化した海岸堤防等の施設の機能回復・強化
に要する経費

30,375 30,375 30,375 B 30,375 30,375 B 30,375 30,375 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

直轄災害復旧事業負担金
国が行う災害復旧事業に対する負担金（国事業
費確定に伴う県負担金の増）

1,693,016 138,842 138,842 138,842 A 138,842 138,842 A 138,842 138,842 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

直轄災害復旧事業負担金
（Ｒ元国補正分）

国が行う災害復旧事業に対する負担金 1,958,400 1,958,400 1,958,400 B 1,958,400 1,958,400 B 1,958,400 1,958,400 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

過年発生河川等補助災害復
旧費

過年の被災箇所における公共土木施設の復旧に
要する経費（事業費確定に伴う減）

3,268,082 ▲ 430,220 ▲ 430,220 ▲ 430,220 A ▲ 430,220 ▲ 430,220 A ▲ 430,220 ▲ 430,220 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

現年発生河川等補助災害復
旧費

豪雨により被災した公共土木施設の復旧のう
ち、初年度に行う復旧に要する経費（事業費確
定に伴う減）

2,137,442 ▲ 399,020 ▲ 399,020 ▲ 399,020 A ▲ 399,020 ▲ 399,020 A ▲ 399,020 ▲ 399,020 A 要求どおり

河川港湾局
河川課

災害復旧事業設計調査費
被災した公共土木施設の復旧のための調査、測
量、試験及び設計等に要する経費（事業費確定
に伴う減）

236,700 ▲ 60,000 ▲ 60,000 ▲ 60,000 A ▲ 60,000 ▲ 60,000 A ▲ 60,000 ▲ 60,000 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

職員給与費 港湾課等職員給与費 165,447 22,139 22,139 22,139 A 22,139 22,139 A 22,139 22,139 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

港湾諸費
港湾統計調査に要する経費（事業費確定に伴う
増）

1,869 35 35 35 A 35 35 A 35 35 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

国際クルーズ旅客受入機能
高度化事業

八代港の国際クルーズ拠点形成に必要な施設整
備に要する経費（事業費確定に伴う増）

1,083,600 106,200 106,200 106,200 A 106,200 106,200 A 106,200 106,200 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

海岸整備（交付金）事業
津波、高潮発生時における既存の海岸保全施設
の防災機能確保及び長寿命化計画策定に要する
経費（事業費確定に伴う減）

272,380 ▲ 52,524 ▲ 52,524 ▲ 52,524 A ▲ 52,524 ▲ 52,524 A ▲ 52,524 ▲ 52,524 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

海岸整備（交付金）事業
（Ｒ元国補正分）

津波、高潮発生時における既存の海岸保全施設
の防災機能確保及び長寿命化計画策定に要する
経費

70,784 70,784 70,784 B 70,784 70,784 B 70,784 70,784 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

国直轄事業負担金
国が行う港湾整備事業に対する負担金（国事業
費確定に伴う県負担金の減）

2,334,985 ▲ 433,169 ▲ 433,169 ▲ 433,169 A ▲ 433,169 ▲ 433,169 A ▲ 433,169 ▲ 433,169 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

国直轄事業負担金（Ｒ元国
補正分）

国が行う港湾整備事業に対する負担金 164,600 164,600 164,600 B 164,600 164,600 B 164,600 164,600 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

港湾利活用促進事業
クルーズ船の寄港環境改善を図るための岸壁付
帯施設等の整備に要する経費（事業費確定に伴
う減）

360,000 ▲ 70,800 ▲ 70,800 ▲ 70,800 A ▲ 70,800 ▲ 70,800 A ▲ 70,800 ▲ 70,800 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

港湾整備（交付金）事業
港湾における水域・外郭・係留・臨港交通施設
等の建設・改良・浚渫や老朽化した施設の機能
回復等に要する経費（事業費確定に伴う減）

1,622,400 ▲ 358,847 ▲ 358,847 ▲ 358,847 A ▲ 358,847 ▲ 358,847 A ▲ 358,847 ▲ 358,847 A 要求どおり



令和元年度2月補正

部（公室・局）：土木部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

部長査定後 知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
元　年　度
11月補正後
予　算　額

2月補正

要求額

課長査定後

河川港湾局
港湾課

港湾整備（交付金）事業
（Ｒ元国補正分）

港湾における水域・外郭・係留・臨港交通施設
等の建設・改良・浚渫や老朽化した施設の機能
回復等に要する経費

60,672 60,672 60,672 B 60,672 60,672 B 60,672 60,672 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

災害関連大規模漂着流木等
処理対策事業費（港湾課）

有明海沿岸の海岸保全施設等に漂着した流木等
の除去に要する経費（事業費確定に伴う増）

10,500 8,400 8,400 8,400 A 8,400 8,400 A 8,400 8,400 A 要求どおり

河川港湾局
港湾課

港湾整備事業特別会計繰出
金

港湾整備事業特別会計への繰出金（事業費確定
に伴う減）

872,908 ▲ 34,670 ▲ 34,670 ▲ 34,670 A ▲ 34,670 ▲ 34,670 A ▲ 34,670 ▲ 34,670 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

職員給与費 砂防課等職員給与費 189,193 ▲ 17,958 ▲ 17,958 ▲ 17,958 A ▲ 17,958 ▲ 17,958 A ▲ 17,958 ▲ 17,958 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

通常砂防事業費
土石流災害防止のための砂防施設整備に要する
経費(事業費確定に伴う減)

581,510 ▲ 38,633 ▲ 38,633 ▲ 38,633 A ▲ 38,633 ▲ 38,633 A ▲ 38,633 ▲ 38,633 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

通常砂防事業費（Ｒ元国補
正分）

土石流災害防止のための砂防施設整備に要する
経費

71,894 71,894 71,894 B 71,894 71,894 B 71,894 71,894 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

地すべり対策事業費
地すべり被害を除去・軽減するための地すべり
防止施設整備に要する経費(事業費確定に伴う
減)

312,768 ▲ 75,241 ▲ 75,241 ▲ 75,241 A ▲ 75,241 ▲ 75,241 A ▲ 75,241 ▲ 75,241 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

地すべり対策事業費（Ｒ元
国補正分）

地すべり被害を除去・軽減するための地すべり
防止施設整備に要する経費

227,835 227,835 227,835 B 227,835 227,835 B 227,835 227,835 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

急傾斜地崩壊対策事業費
がけ崩れ災害防止のための急傾斜地崩壊防止施
設整備に要する経費(事業費確定に伴う減)

1,596,760 ▲ 491,874 ▲ 491,874 ▲ 491,874 A ▲ 491,874 ▲ 491,874 A ▲ 491,874 ▲ 491,874 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

急傾斜地崩壊対策事業費
（Ｒ元国補正分）

がけ崩れ災害防止のための急傾斜地崩壊防止施
設整備に要する経費

537,627 537,627 537,627 B 537,627 537,627 B 537,627 537,627 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

熊本地震に係る都道府県派
遣職員負担金（砂防課分）

他都道府県からの派遣職員人件費に対する負担
金（所要見込額の減）

8,600 ▲ 8,600 ▲ 8,600 ▲ 8,600 A ▲ 8,600 ▲ 8,600 A ▲ 8,600 ▲ 8,600 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

直轄事業負担金
川辺川流域における国直轄砂防事業に対する負
担金（国事業費確定に伴う県負担金の増）

251,120 34,444 34,444 34,444 A 34,444 34,444 A 34,444 34,444 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

直轄事業負担金（Ｒ元国補
正分）

川辺川流域における国直轄砂防事業に対する負
担金

96,033 96,033 96,033 B 96,033 96,033 B 96,033 96,033 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

国庫支出金返納金
過年度の防災・安全交付金事業等の事業費確定
に伴う国庫支出金の返納

45,317 45,317 45,317 A 45,317 45,317 A 45,317 45,317 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

災害関連地域防災がけ崩れ
対策事業費

豪雨により被災した地域防災上重要な箇所のが
け崩れ防止対策を行う市町村に対する助成(事業
費確定に伴う減)

22,500 ▲ 22,500 ▲ 22,500 ▲ 22,500 A ▲ 22,500 ▲ 22,500 A ▲ 22,500 ▲ 22,500 A 要求どおり



令和元年度2月補正

部（公室・局）：土木部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

部長査定後 知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
元　年　度
11月補正後
予　算　額

2月補正

要求額

課長査定後

河川港湾局
砂防課

砂防激甚災害対策特別緊急
事業費

土石流等により激甚な災害が発生した渓流等に
おいて、再度災害防止のための砂防施設整備に
要する経費(事業費確定に伴う減)

425,292 ▲ 425,292 ▲ 425,292 ▲ 425,292 A ▲ 425,292 ▲ 425,292 A ▲ 425,292 ▲ 425,292 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

地すべり激甚災害対策特別
緊急事業費

土石流等により激甚な災害が発生した渓流等に
おいて、再度災害防止のための地すべり防止施
設整備に要する経費(事業費確定に伴う減)

1,348,538 ▲ 1,170,888 ▲ 1,170,888 ▲ 1,170,888 A ▲ 1,170,888 ▲ 1,170,888 A ▲ 1,170,888 ▲ 1,170,888 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

火山砂防事業費
火山地域における砂防施設整備に要する経費(事
業費確定に伴う減)

4,470,510 ▲ 1,693,945 ▲ 1,693,945 ▲ 1,693,945 A ▲ 1,693,945 ▲ 1,693,945 A ▲ 1,693,945 ▲ 1,693,945 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

火山砂防事業費（Ｒ元国補
正分）

火山地域における砂防施設整備に要する経費 285,553 285,553 285,553 B 285,553 285,553 B 285,553 285,553 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

火山噴火警戒避難対策事業
費

阿蘇山噴火による火山災害から人命を保護する
ための火山監視システム構築等に要する経費(事
業費確定に伴う減)

41,800 ▲ 26,178 ▲ 26,178 ▲ 26,178 A ▲ 26,178 ▲ 26,178 A ▲ 26,178 ▲ 26,178 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

土砂災害警戒避難対策事業
土砂災害に対する危険区域の指定や警戒避難体
制の整備・強化に要する経費(事業費確定に伴う
減)

705,375 ▲ 408,595 ▲ 408,595 ▲ 408,595 A ▲ 408,595 ▲ 408,595 A ▲ 408,595 ▲ 408,595 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

危険地区からの移転促進事
業（砂防課）

危険地区（土砂災害特別警戒区域）に居住する
住民の移転促進を行う市町村に対する助成（事
業費確定に伴う減）

168,300 ▲ 90,000 ▲ 90,000 ▲ 90,000 A ▲ 90,000 ▲ 90,000 A ▲ 90,000 ▲ 90,000 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

市町村負担金返納金
単県急傾斜地崩壊対策事業等の事業費確定に伴
う過年度の市町村負担金の返納

50,392 50,392 50,392 A 50,392 50,392 A 50,392 50,392 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

砂防設備等緊急改築事業
既設の砂防設備等を有効活用し、土砂災害から
の安全性を向上させる緊急改築に要する経費(事
業費確定に伴う減)

679,250 ▲ 296,467 ▲ 296,467 ▲ 296,467 A ▲ 296,467 ▲ 296,467 A ▲ 296,467 ▲ 296,467 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

砂防設備等緊急改築事業
（Ｒ元国補正分）

既設の砂防設備等を有効活用し、土砂災害から
の安全性を向上させる緊急改築に要する経費

105,310 105,310 105,310 B 105,310 105,310 B 105,310 105,310 A 要求どおり

河川港湾局
砂防課

直轄災害関連事業負担金
（Ｒ元国補正分）

阿蘇地域における国直轄事業に対する負担金 224,747 224,747 224,747 B 224,747 224,747 B 224,747 224,747 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

職員給与費 建築課職員給与費 397,977 ▲ 12,485 ▲ 12,485 ▲ 12,485 A ▲ 12,485 ▲ 12,485 A ▲ 12,485 ▲ 12,485 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

熊本地震に係る市町村派遣
職員負担金（建築課分）

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 5,479 5,479 5,479 A 5,479 5,479 A 5,479 5,479 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

建築物防災対策推進事業
建築物の防災対策の普及・啓発等に要する経費
及び大規模建築物等の耐震化に対する助成（事
業費確定に伴う減）

4,275 ▲ 2,740 ▲ 2,740 ▲ 2,740 A ▲ 2,740 ▲ 2,740 A ▲ 2,740 ▲ 2,740 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

社会資本整備総合交付金指
導監督事務費

市町村が実施する交付金事業の指導監督に要す
る経費（事業費確定に伴う減）

5,750 ▲ 1,150 ▲ 1,150 ▲ 1,150 A ▲ 1,150 ▲ 1,150 A ▲ 1,150 ▲ 1,150 A 要求どおり



令和元年度2月補正

部（公室・局）：土木部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

部長査定後 知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
元　年　度
11月補正後
予　算　額

2月補正

要求額

課長査定後

建築住宅局
建築課

くまもと型木造伝統構法普
及促進事業

耐震性を有する伝統木造建築物の普及促進のた
めの熊本県版設計指針の確立に要する経費（事
業費確定に伴う減）

14,040 ▲ 114 ▲ 114 ▲ 114 A ▲ 114 ▲ 114 A ▲ 114 ▲ 114 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

住宅耐震化支援事業
木造戸建て住宅の耐震診断等に要する経費（事
業費確定に伴う減）

247,689 ▲ 198,733 ▲ 198,733 ▲ 198,733 A ▲ 198,733 ▲ 198,733 A ▲ 198,733 ▲ 198,733 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

がけ地近接等危険住宅移転
事業費

危険地区（がけ地近接等区域）に居住する住民
の移転促進を行う市町村に対する助成（事業費
確定に伴う減）

2,000 ▲ 143 ▲ 143 ▲ 143 A ▲ 143 ▲ 143 A ▲ 143 ▲ 143 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

危険地区からの移転促進事
業（建築課）

危険地区（がけ地近接等区域及び土砂災害特別
警戒区域）に居住する住民の移転促進を行う市
町村に対する助成（事業費確定に伴う減）

23,000 ▲ 16,584 ▲ 16,584 ▲ 16,584 A ▲ 16,584 ▲ 16,584 A ▲ 16,584 ▲ 16,584 A 要求どおり

建築住宅局
建築課

民間建築物アスベスト緊急
改修促進事業

アスベスト調査事業に要する経費及び民間建築
物のアスベスト除去等を行う市町村に対する助
成（事業費確定に伴う減）

8,973 ▲ 2,867 ▲ 2,867 ▲ 2,867 A ▲ 2,867 ▲ 2,867 A ▲ 2,867 ▲ 2,867 A 要求どおり

建築住宅局
営繕課

職員給与費 営繕課職員給与費 208,074 ▲ 461 ▲ 461 ▲ 461 A ▲ 461 ▲ 461 A ▲ 461 ▲ 461 A 要求どおり

建築住宅局
営繕課

県有施設保全改修費
県有施設の保全改修に要する経費（事業費確定
に伴う減）

426,463 ▲ 60,000 ▲ 60,000 ▲ 60,000 A ▲ 60,000 ▲ 60,000 A ▲ 60,000 ▲ 60,000 A 要求どおり

建築住宅局
営繕課

木造設計アドバイザー普及
事業

公共木造建築物を整備する市町村に対する木造
設計アドバイザー派遣に要する経費（事業費確
定に伴う減）

588 ▲ 294 ▲ 294 ▲ 294 A ▲ 294 ▲ 294 A ▲ 294 ▲ 294 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

職員給与費 住宅課職員給与費 165,897 ▲ 20,059 ▲ 20,059 ▲ 20,059 A ▲ 20,059 ▲ 20,059 A ▲ 20,059 ▲ 20,059 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

指導監督事務費
市町村が実施する交付金事業等の指導監督に要
する経費（事業費確定に伴う減）

18,070 ▲ 350 ▲ 350 ▲ 350 A ▲ 350 ▲ 350 A ▲ 350 ▲ 350 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

公営住宅ストック総合改善
事業費

県営住宅を適切に維持保全し、長期間有効に活
用するための各種改善工事に要する経費（事業
費確定に伴う減）

726,282 ▲ 33,185 ▲ 33,185 ▲ 33,185 A ▲ 33,185 ▲ 33,185 A ▲ 33,185 ▲ 33,185 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

空家等対策総合支援事業
空家の利活用等に精通した人材の育成等に要す
る経費及び空家等対策を行う市町村に対する助
成（事業費確定に伴う減）

7,514 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 A ▲ 3,500 ▲ 3,500 A ▲ 3,500 ▲ 3,500 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

高齢者向け優良賃貸住宅供
給促進事業費

高齢者向けの優良な賃貸住宅を整備する民間事
業者への整備費及び家賃減額に対する助成等
（事業費確定に伴う減）

163,471 ▲ 43,448 ▲ 43,448 ▲ 43,448 A ▲ 43,448 ▲ 43,448 A ▲ 43,448 ▲ 43,448 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

国庫支出金返納金（住宅
課）

既設公営住宅復旧事業の事業費確定に伴う国庫
支出金返納金

590 590 590 A 590 590 A 590 590 A 要求どおり

建築住宅局
住宅課

住宅再建支援（二重ローン
対策）事業

被災者の住宅建替等に対する既往債務の利子相
当額の助成（事業費確定に伴う減）

20,000 ▲ 20,000 ▲ 20,000 ▲ 20,000 A ▲ 20,000 ▲ 20,000 A ▲ 20,000 ▲ 20,000 A 要求どおり



令和元年度2月補正

部（公室・局）：土木部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

部長査定後 知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
元　年　度
11月補正後
予　算　額

2月補正

要求額

課長査定後

80,772,490 1,587,840 1,587,840 1,587,840 1,587,840 1,587,840 1,587,840 1,587,840土木部　計


